別記第３号様式

和歌山県育成経営体　選定通知書
第　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　和歌山県知事　　仁 坂　吉 伸　印
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった和歌山県育成経営体については、下記のとおり選定した
ので通知します。
記
１　登録番号　　　
２　登録期間　　　
別記第４号様式

和歌山県育成経営体　選定・登録簿
	登録番号
	商号又は名称
	代表者名
	主たる事務所
	選　定　日
	登録期間

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


別記第５号様式

和歌山県育成経営体　登録・公表リスト
	事業体名
	所在地
	登録期間
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	


別記第６号様式
和歌山県育成経営体　非選定通知書
第　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　和歌山県知事　　仁 坂　吉 伸　印
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった和歌山県育成経営体については、下記理由により、非選定と決定したので通知します。
記
１．非選定の理由
（教示）

１　この処分について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、　　この処分があったことを知った日の翌日から起算して３カ月以内に、和歌山県知事に審査請求書を提　　出して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算　　して６カ月以内に、和歌山県を被告として（訴訟において和歌山県を代表する者は和歌山県知事とな　　ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、　　処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ　　月以内に提起することができます。

３　ただし、上記の期間が通過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する　　裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

　訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審　　査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した　　後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
別記第７号様式
和歌山県育成経営体　変更届出書
　　年　　月　　日
和歌山県知事　　仁 坂　吉 伸　様
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　
　　　年　　月　　日付けで選定・登録を受けた内容について、下記のとおり変更したいので届出ます。
記
１．（変更事項）　　　
別記第８号様式

和歌山県育成経営体　事業実績報告書（　　　年度）
　　年　　月　　日
和歌山県知事　　仁 坂  吉 伸　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
名称
代表者　　　　　　　　　　　　　
１　〇○年度の実績を報告します。
	事業区分
	指標
	内訳
	事業実績

（全体）
	うち数
	
	目標年度（　　）
の事業量
	達成率

	
	
	
	
	再委託分
	譲与税分
	
	
	

	生産
	主伐
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	
	材積
(㎥)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	
	生産性(㎥/人日)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	間伐
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	
	材積
(㎥)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	
	生産性(㎥/人日)
	直営
	
	
	
	
	
	

	造林
･
保育
	植付
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	下刈り
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	間　　
伐
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	面積
(ha)
	直営
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	請負
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	
	


注１　事業実績（全体）に記載する施業実績は、林業経営体が実施した全ての森林施業の実績を記載します。
注２　譲与税分に記載する施業実績は、市町村発注による森林施業の実績を記載願います。
２　生産管理又は流通合理化に関する取組実績

３　造林・保育の省力化・低コスト化に関する取組実績

４　主伐後の再造林の確保に関する取組実績
５　生産や造林・保育の実施体制の確保に関する取組実績

６　伐採・造林に関する行動規範策定等に関する取組実績
７　雇用管理の改善及び労働安全対策に関する取組実績
８　担い手の確保と中長期雇用計画の策定等に関する取組実績
９　コンプライアンスの確保に関する取組実績
別記第９号様式

和歌山県育成経営体　登録取消申請書
　　年　　月　　日
和歌山県知事　　仁 坂　吉 伸　様
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
名　称
代表者　　　　　　　　　　　　　
　育成経営体の登録を取り消したいので、和歌山県における育成を図る林業経営体の選定要領第１１第１項（２）の規定により申請します。
記
１．登録番号　　　
２．主たる事業者の所在地　　
３．商号又は名称
４．代表者氏名
５．取消申請の理由
別記第１０号様式

和歌山県育成経営体　取消通知書
第　　　号
　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　和歌山県知事　　仁 坂  吉 伸　印
　　　年　　月　　日付けで和歌山県育成経営体に選定していた貴職を、下記理由により取り消したので通知します。
　
記
１　登録番号　
２　活動区域　
３　取消理由
（教示）

１　この処分について不服があるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定により、　　この処分があったことを知った日の翌日から起算して３カ月以内に、和歌山県知事に審査請求書を提　　出して審査請求をすることができます。
２　この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算　　して６カ月以内に、和歌山県を被告として（訴訟において和歌山県を代表する者は和歌山県知事とな　　ります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、　　処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ　　月以内に提起することができます。

３　ただし、上記の期間が通過する前に、この処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する　　裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの

　訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審　　査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した　　後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上




















































